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第1章 はじめに 

（1） 本事例集の位置づけ 

令和元年 12月に母子保健法の一部を改正する法律が公布され、これまで予算事

業として実施されてきた産後ケア事業が母子保健法上の施策の一つとして位置付

けられた。 

そうした背景を受け、産婦健康診査事業・産後ケア事業に取り組む市町村の数は

増加しており、実施率も高まっている。 

しかしながら、令和４年１月には、総務省により産前・産後の支援の取組状況につ

いての行政評価・監視が行われ、その実施状況や内容について地域間で格差があ

ることも明らかになっている。また、事業実施に際して、都道府県の関与の必要性

も指摘されている。 

こうした背景を受け、今後、産後の支援がさらに進むよう、都道府県の関与強化

も含めた施策の検討が急がれている。 

そこで、本事例集では、各自治体が地域の課題や実情に合わせた施策展開を進

められるよう、体制整備のための工夫の在り方や実例を取りまとめている。産婦健

康診査事業や産後ケア事業は、各市町村の人口や出生率、地域の医療資源の充実

度合いなどによっても取れる体制は異なっている。本事例集は、各地域の実情に合

わせ、様々な工夫を凝らして事業を実施している事例を取り上げている。今後事業

を検討・充実されようとしている都道府県・市町村担当者の皆様にとって参考にな

るよう、多様なパターンや実例を掲載しているため、各地域の課題に合わせて参考

にしていただきたい。 

 

（2） 都道府県と市町村の役割 

1） 都道府県の役割 

産婦健康診査事業や産後ケア事業などの母子保健事業は市町村が実施主体の

事業であるが、都道府県は市町村を支援する立場として、その体制整備をサポート

する役割を担っている。 

特に、市町村単独では体制整備が難しいような、産科医療機関等の不足する地

域や、小規模の市町村においては、都道府県が広域の連携を支援する、実施事業者

との調整を行うなどの支援を行うことで、実施に向けた充実を図ることが可能と

なる。 

 

2） 市町村の役割 

事業実施主体として、事業の計画・体制整備・事業実施などの役割を担う。特に

産婦とこどもの心身の健康や質の担保を図るための仕組みや工夫を作ることが求

められる。  
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第2章 産婦健康診査事業 

（1） 体制整備 

1） 事業設計・事業実施フローの整備 

産婦健康診査事業は、産婦の健康状態を確認するのみならず、支援が必要とな

る産婦を把握し、適切な対応へとつなげる入り口ともなる事業である。したがって、

事業実施においては、産婦健康診査事業と他の事業の関連性や位置づけを整理し、

対応が必要な産婦についての情報をどのように関係機関と連携するかといった情

報連携フローの設計が重要となる。 
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県単位のマニュアル・フローの策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

  
 
参考  マニュアル掲載ページ 
三重県医師会 産婦健康診査事業について 
https://www.mie.med.or.jp/hp/doctor/boshi/index2.html 

三重県 

 
三重県は、地理が南北に長く医療機関の偏在もあるなかで、県全体で標準化したサ

ービスを提供する必要が強く認識されていたことから、県医師会と共同で事業を展開
してきた歴史がある。こうした地道な環境醸成が功を奏して、県下統一の産婦健康診
査のマニュアルの制定に結び付いた。 

背景 

 
県医師会、県産婦人科医会、県小児科医会、県精神科病院会、県助産師会、市町、県

が一体となって、「産婦健康診査事業実施マニュアル」を策定している。その中で、産婦
健康診査事業の流れについても定めており、支援が必要となる場合の対応について
まとめ、県下の自治体・医療機関の共通の認識を作っている。 
三重県では、県医師会と集合契約を締結しており、県全体でマニュアルに記載した

取組を推進できる体制が整っている。また、問診票や受診券、報告様式も統一様式を
作成しており、県内の自治体・医療機関間での連携をスムーズに行える仕組みとなっ
ている。 

 

工夫 
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2） 実施事業者の確保 

産婦健康診査事業を実施する上で、大きな課題となるのが実施事業者の確保で

ある。産婦健康診査事業を実施しようと検討しても、市内に産科医療機関等がない

ケースや、医療機関の人的リソースが限られているが故に、産婦健康診査事業にま

で対応できないケースもある。 

そうした状況を打破するため、広島県の一部医療機関では、２週間健診を助産師

が実施するケースや、提携先の助産院に再委託したりなどの工夫を行っているケー

スもある。 

産婦健康診査事業が実施できない施設で出産した場合でも、別の施設での受診

を促すなどの工夫をすることで、より多くの産婦の状態を確認することが可能にな

る。 

 

3） 委託事業者との契約 

委託事業者との契約手続きは、市町村側の事務負担となるだけでなく、受託す

る医療機関側にとっても大きな負担となるものである。特に、複数の市町村と契約

を結んでいるような医療機関は、市町村によって契約の条件などが異なり、確認や

手続きの手間がかかるようなケースも多い。 

そうした中で、一部の都道府県では、県が主導して、県単位での集合契約を締結

し、契約書式や手続きをまとめることで、市町村・医療機関双方の負担を減らすこ

とに成功している。 
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県が主導して集合契約を締結し、事務負担を軽減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

広島県 

 
県下の自治体から聞き取りを行い、産婦健康診査を実施しない理由として、下記

の声が挙がっていた。 
➢ 市町内に委託できる産科医療機関や助産院がない 
➢ 利用者は様々な医療機関等を利用されるが、各市町において個別の医療機

関等との調整や契約手続きが煩雑でかなりの労力が必要 
➢ 市町村ごとに問診票や情報提供様式が異なるために医療機関等に負担がか

かっている 

背景 

 
県主導で県医師会や県産婦人科医会、県助産師会と連携・調整を行い、県内全ての

産科医療機関等で「産婦健康診査」が受けられる体制を確立した。 
 
県内市町が広島県医師会と集合契約を結び、健診費用は広島県国民健康保険団体

連合会を通じて各医療機関等に支払う仕組みを導入することにより、県全域で心身
のケアが必要な産婦をスクリーニングできるようになった。 
また、次ページに示す通り、県として情報提供の様式を定め、医療機関と市町が情

報連携し、支援が必要な産婦の情報を市町が把握できるようにしている。また、支援
を行った際はその経過や結果を市町から医療機関に報告する様式も作成し、相互に
情報共有が進む形を目指している。 

 

工夫 
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（2） 事業実施 

1） 情報連携 

産婦健康診査事業は、産後うつの予防等を図るため、産後早期に支援が必要な

産婦を把握し、適切なケアにつなげることが目的の事業である。そのため、市町村・

医療機関間での早期かつ適切な情報連携が不可欠である。 

適切な情報連携を行う上では、まず事業実施フローの中で、情報連携の方法やタ

イミングといった「情報連携フローの策定」を行うことともに、情報提供の内容や様

式を定めた「情報連携フォーマット」を作成することで、均質化された情報連携が可

能となりうる。 

 

① 情報連携フローの策定 

フロー策定時には、情報連携を求める場合の基準等とその後の対応方針を明文

化しておくことで、支援が必要な産婦を確実に把握することにもつながる。 

 

＜支援が必要な産婦の例（大分県・三重県の事例などから抜粋）＞ 

EPDS9点以上 

EPDS項目 10が 1点以上 

赤ちゃんへの気持ち質問票の項目 3または５が 1点以上 

社会的・経済的な問題がある 

健康診断で身体的な経過観察が必要だと判断された 

身なりや表情、言動が気になる 

その他医師の判断により継続支援が必要であると思われる など 

 

事業全体の流れの中に情報連携フローも掲載している事例については、（1） 体

制整備の 1） 事業設計・事業実施フローの整備（p8）の中に記載されているため、

そちらも参照されたい。ここでは、医療機関との連携に特化してフローを作成して

いる事例を紹介する。 
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産婦健康診査事業 情報連携フロー  

例１ 大分県 産婦健康診査における産科医療機関対応フロー図 
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大分県 産婦健康診査事業にかかるハイリスク基準（前ページ記載の表１） 

   



16 

 

大分県 大分トライアル（メンタルヘルスチェック票） 

※前ページ「ハイリスク基準（表１）」内 産後２週間で利用 
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大分県 産婦健康診査後のメンタルヘルスフォロー体制 
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② 情報連携フォーマット 

情報連携を充実させるうえでは、統一的なフォーマットを用いて、情報の抜け漏

れを防ぎ、確実な情報連携を行うことも有用である。自治体によっては受診券の裏

面に結果票を印刷するなどし、費用請求時にその内容を自治体に報告するといっ

た取組も行われている。 

また、都道府県単位で情報連携のフォーマットを定めている自治体もある。これ

は、地域間での情報連携の質の格差を是正するだけでなく、複数の市町村から委

託を受けている医療機関の事務的な負担を軽減することにもつながると言えよう。 

次ページ以降にいくつかの自治体の様式例を示す。各自治体の様式を検討され

る際に参考にしていただきたい。  
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産婦健康診査事業 情報連携フォーマット  

様式例１ 広島県 産婦健康診査結果情報提供書（医療機関→市町） 
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産婦健康診査事業 情報連携フォーマット  

様式例２ 広島県 支援経過・結果報告書（市町→医療機関） 

医療機関から情報提供を依頼するだけでなく、情報提供してくれた医療機関に

対しては、その後の支援の状況についてもフィードバックできるような書式を制定

している。 
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産婦健康診査事業 情報連携フォーマット  

様式例３ 三重県 産婦健康診査結果票（医療機関→市町） 

出所）産婦健康診査事業実施マニュアル 第３版（令和４年３月） 

https://www.mie.med.or.jp/hp/doctor/boshi/index2.html 
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産婦健康診査事業 情報連携フォーマット  

様式例４ 三重県 支援結果連絡票（市町→医療機関） 

 

出所）産婦健康診査事業実施マニュアル 第３版（令和４年３月） 

https://www.mie.med.or.jp/hp/doctor/boshi/index2.html  
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2） 評価・分析 

事業をただやりっぱなしにするのではなく、どれだけ事業が実施され、どういっ

た効果があるのか、どういった課題があるのかを分析・評価することで、よりよい

事業推進につなげることができる。目的に合わせた評価指標を設定し、状態を確認

することも必要となる。 

 

  

県が主導して定量的な事業の分析・評価を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

広島県 

 
コロナ禍で妊産婦の不安が高まったことをきっかけに、母子保健領域において、産

婦健診でスクリーニングをし、産後ケアにつなげる仕組みがないと、支援が必要な方
を把握し適切なケアに繋げることが困難であることを問題意識としていた。そこで、
広島県では、県が主導して医師会・助産師会・産婦人科医との調整に加え、助産師会に
コーディネーターを配置することで県との契約を促進した。 
県として事業実施体制の整備に参画するだけでなく、県下の状況を把握し、事業全

体を評価している。 

 
 

背景 

 
広島県では、市町村の利用実績を把握するのみならず、要支援に該当する方の人

数や、支援を必要とする方について全ての医療機関から速やかな情報提供があった
かなどを把握している。 
それらの分析によって、実際にEPDS高得点者が産後2週間健診時と比べると、

１か月健診時には減少しており、産婦健康診査事業によりメンタルケアの必要な産
婦を早期に把握し、産後ケア事業などの早期支援につなげることができているとい
った効果が分かってきている。 
さらには、全国的に産後うつが増加傾向にあるという調査研究なども出ている

が、市町からも産婦健康診査の結果ある程度低い水準に抑えられているとの声が挙
がっているとのことであった。全体的に EPDS の点数も下がってきているなど、目
に見えた効果が上がってきている。 
広島県では県下の実施状況やその成果を調査して取りまとめており、その結果を

市町会議などでフィードバックしている。 
また、一方で、速やかな情報提供の徹底については課題となっているなど、改善

点も把握し、次年度以降の施策検討に役立てることができている。 

工夫 
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第3章 産後ケア事業 

（1） 体制整備 

1） 事業設計・実施フローの整備 

産後ケア事業を行うにあたっては、地域の資源の状況や他の事業との関連など

から、産後ケア事業の位置づけや、実施フローを定めることが必要である。 

事業の位置づけを決める上では、関連する様々な計画や事業との関係性を整理

し、事業を多層的に位置づけることが求められる。三重県菰野
こ も の

町などのように、産

後ケアの目的として産後うつによる自殺対策の一つとして位置付け、その必要性を

より強調したという事例もある。 

フロー作成にあたっては、支援を必要とする方が利用を開始するまでの流れの

みならず、利用後の連携・フォローの方法といった様々な視点を盛り込むことが重

要となる。 

 

 

 

 

 

  

適したサービスにつなげるフローの設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

滋賀県長浜市 

 
長浜市は妊娠期からの保健師による訪問・面談や、医療機関との連携によって、

支援が必要な肩を把握し、適切なサービスにつなげられるようなフローを作成して
いる。 

背景 

 
長浜市では、地区担当保健師が妊娠期からコミュニケーション担当をとっており、

母子健康手帳交付時に全員と面談を行い、リスク把握を行っている。 
また、利用希望があった場合や紹介があった場合は業務担当者と地区担当保健

師とで情報共有を行い、本人の状態や家庭状況などを複合的に考慮してニーズを確
認する。そこで必要なサービスや回数についても確認をしており、ただやみくもに産
後ケア事業に誘導するのではなく、より適したサービスがある場合は他の類似事業
やインフォーマルサービス等を案内することもある。 
また、事業実施後も地区担当保健師が継続支援を行っており、支援を要する人の

把握から利用後までの一連のフォロー体制を構築している。 

工夫 
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産後ケア事業 事業フロー図 

例１ 滋賀県長浜市 産後ケア事業のフロー図 
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産後ケア事業 事業フロー図 

例２ 静岡県浜松市 産後ケア事業受付から実施の流れ 
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2） 事業対象者 

① 近隣市町村住民の対応 

産科医療機関の偏在などから、市町村単独では体制を整備できないケースも多

く見受けられる。また、市町村の境界に近い住民など、隣接市町村の施設利用の方

が、産婦の利便性が良いケースもある。 

そうした幅広いニーズに対応するためにも、市町村を超えた利用ができる仕組

みの構築が望ましい。 

ここでは、市町村単位で周辺自治体の住民の利用を認めている例を紹介する。

都道府県単位で集合契約を締結して、相互利用を可能としている事例については、

後段の（3）都道府県による管内市町村への支援の 1）集合契約の締結（p46）にて詳

述する。 

 

周辺市町村に住民票がある方の産後ケア利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

富山県富山市 

 
富山市では、単独では十分な産後ケア事業の実施体制の構築が難しい周辺自

治体の実情に鑑み、市で実施している産後ケア応援室の取組に周辺自治体の住
民も受け入れる体制を構築している。 

背景 

 
富山市の「産後ケア応援室」では、宿泊型、デイサービス型の産後ケアを利用

可能である。ここでは、利用対象者を「広域連携市町村（富山市、滑川市、舟橋
村、上市町、立山町）に住民票がある、富山市の実家に里帰りしている、おおむね
産後４か月までのお母さんとそのお子さんで、育児に悩んでいたり、家族からな
かなか協力が得られない方」としており、複数市町村の産婦の産後ケア利用を可
能にしている。 
なお、産後ケア事業の費用負担は、市内在住者の場合は利用者負担額のみを

お支払いいただく。広域連携市町村在住者の場合は、利用時に基本料金をお支
払いいただき、後日住民票のある自治体窓口にて、助成額分の還付申請を行っ
てもらう。また、富山市の実家に里帰りしている場合は、基本料金をお支払いい
ただく。 

工夫 
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② 里帰りの方への対応 

自治体事業の多くは住民票を持つ市民に対しての提供に限定されるケースが多

いが、産前産後の事業においては、里帰りにより、他の市町村に滞在しているケー

スも多くみられる。 

自治体によっては、 

➢ 他の市町村に里帰りしていても他の市町村の産後ケア施設と個別に契約し、

利用出来るように契約しているケース 

➢ 県内の市町村であればどこでも利用できるようにしているケース 

➢ 他の市町村から里帰りに来ている方に対しても自市町村の産後ケア事業を

利用できるようにしているケース 

など、里帰りをしている産婦にも幅広に認められるような工夫を凝らしている自

治体もある。  
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市民以外の里帰りの方の受け入れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

里帰りの方への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

三重県菰野
こ も の

町 

 
菰野
こもの

町では、三重県助産師会の協力を得て、令和元年に訪問型の産後ケアを開始
したことを皮切りに産後ケア事業を実施している。産後うつの防止という観点から
も、里帰りで支援が途切れてしまうということを防ぐべきだという考えのもと、継続
的な支援ができるように体制を検討した。 

背景 

 
事業開始にあたり、保健師の訪問では母乳に関するケアや産婦の抱える出産時の

振り返りが十分にできないとの思いから、産婦健康診査の結果を踏まえ、助産師の
専門知識を基にした事業を行うことにこだわり、県助産師会に委託した。 
県助産師会に委託することで、町内の開業助産師以外の産後対応も可能となり、

県内の里帰り先でも継続的に支援を得られることができるようになった。里帰りが
長期になる場合であっても、支援が途切れることなく、必要なタイミングでタイムリ
ーに訪問できるようにすることで、自宅に戻った際にも必要な支援につなげるよう
にした。 

工夫 

静岡県浜松市 

 
厚生労働省の「産前・産後サポート事業ガイドライン」に里帰り出産を受け入れる

ことが望ましいとの記載があり、それに共感し、里帰り出産の受入を開始した。 

背景 

 
浜松市では、浜松市に長期滞在中に何らかの支援が必要な状態になった場合は

利用を受け入れている。申し込みプロセスは浜松市民と同様である。 
一方、里帰りの定義が曖昧な点は課題として挙げられる。特に、利用可能月齢を

伸ばしたことにより、浜松市内で出産しただけでなく、一定月齢がたったあとに里帰
りし、その間に産後ケアが必要になるようなケースも想定される。 
現状は、ある程度長い期間滞在するケースであれば広く受け入れている。 
実際、想定よりも多くの利用があり、ニーズの多さを認識している。 

工夫 
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3） 実施事業者と場所の確保 

産後ケア事業の多くが、産科医療機関、助産所で行われているが、実施事業者や

実施場所はそれに限るものではない。 

委託先としては小児科医療機関や NPO 法人なども見られる。また、実施場所と

しても、保育所や乳児院、旅館、市町村の所有する施設の空きスペースなど様々な

場所で行うといった工夫が見られる。 

 

 

 

 

  

保育所の空きスペースの活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三重県名張市 

 
名張市は市内に大きな医療機関がなく、産後に気軽に利用し、相談をしたり休息

をとったりできる施設が少なかったことから、保育所の空きスぺ―スを活用した。 

背景 

 
三重県名張市では、「産後ママ＊ゆったりスペース」と称し、保育所の空きスペー

スを活用した事業を実施している。 
週 1回市の助産師を派遣し、健康や育児の相談に応じることができる体制を構築

している。 

工夫 
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4） 実施事業者の選定・契約 

① 実施事業者の質の担保 

実施事業者を選定するにあたり、その質の担保は重要となる。事前に要件などを

定めることで、一定の知識を担保することは可能となる。 

例えば、三重県菰野
こ も の

では、助産師会が主催する産後ケアに関する研修会を受講し

た方のみが産後ケアを提供できるように定めている。 

 

② 契約内容 

事業者と契約を行うにあたり、本資料の付録に、いくつか参考となるものを添付

するので、そちらを参考にされたい。 

 

③ 事業実施者の体制等の事前確認 

契約にあたっては、条件を満たしているかを確認するといったプロセスも入る。

ここでは、事業実施者の体制等について施設に訪問して確認をしている事例を紹

介する。 

 

 

施設訪問による事業実施者の体制等の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

沖縄県宮古島市 

 
宮古島市では、産後ケア事業を行う上で、安全や質を担保するために市として施

設の状態を把握しておくことの必要性を強く感じており、審査項目を作成した。仕様
書や要綱については、近隣市町村に話を聞く中で整理を進めた。仕様書は、産後ケ
アをスタートする際に、病院の宿泊型で実施することも初めてだったので、市内の医
療機関と疑義や懸案について協議を重ねていく中で、必要な要件を仕様書の中に盛
り込んでいった。 

背景 

 
初回契約時には、実際に施設を訪問し、避難経路などを確認している。島外で訪

問が難しい場合などは、施設図面を提出してもらい、電話で状況を確認している。 

工夫 
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産後ケア事業 実施事業者の体制等の事前確認 

例１ 沖縄県宮古島市 施設の審査項目一覧 

下記書式を用いて、施設訪問による事業実施者の実地確認を実施 
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（2） 事業実施 

1） 対象者への周知・案内 

広く産後ケア事業を認知してもらい、本人が利用を希望する際に、利用申し込み

できるように周知することも重要である。 

 

＜医療機関を通じた周知＞ 

妊娠・出産を迎えるにあたり、多くの情報は出産する医療機関で受け取っており、

行政との接点が少ない方にとっては、身近な情報収集先の一つである。 

石垣市では、市内の分娩取扱い機関で産後ケア事業のポスターを掲示したとこ

ろ、相談件数・利用件数ともに大幅に増えたという効果が見られた。 

 

＜SNSを使った周知＞ 

出産・子育てを行う世代に合わせたチャネルを用いて周知することも重要である。

近年、子育て支援アプリ等で、子育てに関連した情報発信や連絡を行う自治体も増

えてきている。 

浜松市では、LINE のセグメント配信を使い、対象の月齢に近い産婦など、タイム

リーな情報配信を行っている。 

それだけでなく、Instagram 等の対象者が日常的に触れるメディアを用いた周知

も効果的である。 

 

 

 

 

 

  

インフルエンサー・Instagramを活用した情報発信 
兵庫県神戸市 

 
産後ケア事業を行う中で、そのサービスのイメージがわかないという声や、自分

は対象にならないのではないか、というような声が多かった。また、若い世代は市の
ホームページや広報だけでは届かないことも多かったため、広く周知するための手
段を検討して、Instagramを活用した。 

背景 

 
神戸市内の子育て関連のインフルエンサーに協力を仰ぎ、実際に産後ケア事業を

体験してもらって、そのレポを掲載してもらった。 
反響も大きく、掲載後は神戸市の Instagram アカウントのフォロワー数も急激

に伸びた。 

工夫 
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2） 支援を必要とする方への対応 

① 支援を要する方の把握 

産後ケア事業を行う上で、支援を要する方を把握し、適切な支援につなげるかは

非常に重要となる。 

先述の産婦健康診査事業も支援が必要な方を把握する手段として重要だが、そ

れだけでなく、保健師による面談や、出産時の医療機関、その他妊産婦と接する

様々な機会での把握が必要となる。 

ここでは、母子健康手帳交付時に支援が必要な方を把握している鹿児島県霧島

市の事例を紹介する。また、医療機関と情報を連携しながら支援が必要な方を把握

する島根県松江市についてもフォーマットを掲載する。 

さらに、医療機関や実施機関のみならず、地域の身近な支援の場での情報を連

携する仕組みを構築している三重県名張市の事例についても詳述する。 

 

 

地域づくり組織を活用した情報連携 

 

 

 

 

 

 

チェックリストを活用した支援が必要な家庭の把握 

 

 

 

 
 

鹿児島県霧島市 

 
霧島市では、母子健康手帳交付の際により支援が必要な方には地区の担当保

健師がつくことになっている。妊娠中も支援していくが、産後も不安が強そうな
方に対して個別に声をかけることとしている。そのために、対面で直接確認でき
るタイミングでは特に重点的に情報を把握して、支援が必要な方を取りこぼさな
いような仕組み化を行っている。 

背景 

 
母子健康手帳交付時に面接を実施しており、その際に市独自で作っている表

に基づいてリスク判定している。出産後には全産婦に電話をして状況把握をして
おり、必要に応じてリスク状況の変更も行っている。また、エジンバラ質問票やあ
かちゃんへの気持ち質問票も使用している。 

工夫 

三重県名張市 

 
名張市では、ネウボラ開始に向けて検討を行った時に、地域づくり組織が子

育てについても興味をもってくれていたほか、各地域にまちの保健室という相
談場所もあったので、地域との連携を図りやすい体制構築ができていた。このこ
とから、地域全体で子育てを見守り、情報を連携することで、支援が必要な家庭
を見落とさないようにする仕組みを構築した。 

背景 

 
まちの保健室の職員には、子育て支援の研修を受けた上で、日ごろも情報収

集をしてもらっている。さらに、保健師ではないが、初期相談の窓口としての役
割を果たしている。また、乳児家庭全戸訪問事業を主任児童委員に委託してお
り、子育て広場の案内をしてもらうことで、地域デビューをスムーズにするとと
もに、地域の中で子育てに関与するという意識を醸成できる。結果的に日頃か
ら気になる家庭の情報も入りやすくなっている。 

工夫 
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産後ケア事業 支援を要する方の把握 

例１ 鹿児島県霧島市 妊婦情報シート 
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産後ケア事業 支援を要する方の把握 
例２ 島根県松江市 [妊婦・褥婦・新生児] 連絡票  

[医療機関 → 市町村 ]

　　　今後、支援をお願いしたく連絡します。

●妊婦・褥婦の状況

□妊娠期の問題

□分娩期の問題

□産褥期の問題

□定期妊婦健診を全く受けていない

　受診回数が少ない（　　　　回）

□10代の妊娠

□頻回の妊娠（　　　回）

□経済的に不安がある

　　　（収入不安定・低収入）

□相談する知人や友人がいない

□親族の協力が難しい

□育児に不安がある（知識面・技術面）

□心理的不安がある

□慢性疾患がある（　　　　　　　）

□母子分離の経験あり

□その他（　　　　　　　　　）

●児の状況

　児の体重：生後（　  　）日目　　　　    　ｇ □新生児期の入院・未熟児

□基礎疾患がある

□多胎児

□その他（　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　TEL（　　　　）　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　）様方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           自宅・実家・
その他

市町村で実施し
て欲しい指導・
その他連絡事項

医療機関より

本人・保護者
の悩み・困っ
ていること連

絡
目
的

　　　　　　□混合（母乳　　　　　回／日　＋　ミルク　　　ml×　　回　）

　分娩予定日：平成　　年　　月　　日

　特記事項：

自宅住所

退院時の状況

児の出生時状況

出産・産褥状況

連絡先住所

妊娠経過

[チェック項目]　

※連絡目的の参考。該当にVを記入。

有　（　　　　　　　　　　　　　）
無　　　　 　　・　　　　　不明

家
族
状
況

※同居家族は○で囲む

育児支援者： 無 ・ 有（　　    　　）
相　談　者： 無 ・ 有（　　    　　）

有 ・ 無 ・ 不明

児入院期間

平成　　年　　月　　日から

様

（母子保健担当課）

（　　）歳

生年月日：平成　　　年　　　月　　　日

男・女

（ふりがな）

妊婦・褥婦（母）氏名

保護者（父・

パートナー）氏
名

児の氏名

医療機関名（　　　　　　　　　　　　）

[妊婦・褥婦・新生児] 連絡票　　

（ふりがな）

生年月日：昭和・平成　　年　　月　　日（　　　）歳

平成　 　年　 　月　 　日  ～  平成 　　年　　 月　 　日
入院期

間

（平成　　年　　　月　　　日）

既往歴職業

　　　　　　　　　TEL（　　　　）　　　　－

  平成　　年　　月　　日まで

有　（　　　　　　　　　　　　　）
無　　　　 　　・　　　　　不明

（ふりがな）

既往歴有 ・ 無 ・ 不明職業

（第　　子）

　哺乳状況：□母乳（　　　　回／日　）　　□人工（　　　ml×　　　回　）

　特記事項：

　出産時の特記事項：

　体重：　　　  ｇ　 身長：　  　 　cm　 頭囲： 　 　　cm　 胸囲：　  　cm

　在胎（　　週　　日）： □ 単胎   □多胎

　分娩日時：平成　　　年　　　月　　　日　　　　時　　　分

　AP：1分後（　      　）　　    5分後（　       　）

　妊娠中の異常： 無 ・ 有（　　　　　　　　　　　）

　分娩様式： □経膣分娩　□帝王切開　□吸引分娩　□その他（　          　　）

　産褥経過： □良好　　□不良（　　　　　　　　　　）

※NICUに入院している児、医療的ケアの必要な児については「新生児等養育支援連絡票」を使用のこと。

                                  

　※訪問等対応希望の時期：□退院後1週間以内　　□次回受診日まで　　□次回受診日以降　　□その他（　　　　　　　　　）

　特記事項：

                                ＊「本連絡票」を住所地を管轄する市町村に送ることについて、本人または保護者の了解を得ています。

                                  

産婦人科（外来・病棟）、NICU、小児科（外来・病棟）主治医（　　　　　　　　）　担当看護師・助産師（
）

　　　　　連絡先：（　　　　）　　　　－

FAX不可
・追加情報等は、別用紙（書式自由）を添付。
・緊急性の高いものは、連絡票を送付する前に市町村へ電話連絡をする。

父方 母方
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② 必要な支援の検討・連携 

支援が必要な妊産婦と乳児に対して、本人の希望やニーズ、状態を把握し、支援

内容や方針の検討が重要となる。担当保健師や助産師が支援プランを作成するケ

ースもあれば、複数の担当者で議論し、支援内容を検討するケースもある。 

また、そこで把握された情報や検討内容を確実に共有し、実施事業者と連携する

ことで、より質の高いケアにつながると言えよう。 

ここでは、産後ケアや乳児家庭全戸訪問を委託している助産師も含めた会議を

行い、必要な支援内容を検討する事例（石川県加賀市）と、産後ケアの利用を前提

とし、個別の支援プランを検討・作成する事例（徳島県鳴門市）を紹介する。  

助産師連絡会を通じた支援の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石川県加賀市 

 
支援が必要な妊産婦と乳児については、産後うつや児童虐待など様々なケースも

多く、担当者も多岐にわたることから、関係するステークホルダーが集まり、情報共有
と複数の視点による支援を検討するため、会議体を設置している。 

背景 

 
月に１度会議を開催し、産後ケアや乳児家庭全戸訪問を委託している助産師、市内

産科医療機関の助産師、管轄の保健所保健師、産前産後ヘルパーを委託している
NPO 法人、子育て支援課のひとり親担当職員、子育て応援ステーションの母子保健
グループの保健師・助産師と児童相談グループに属する要保護児童対策地域協議会
の相談員（家庭相談員・児童福祉司）など地域の支援者が集まり、支援が必要と考えら
れる妊産婦と乳児をピックアップし、母子健康手帳交付時の面談や乳児家庭全戸訪問
等を通じて把握した妊産婦と乳児の情報共有を行っている。 
それらの事例について支援方針や事業の必要性を検討する形で進行し、役割分担

を行っている。 

工夫 
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③ 利用申請・申し込み 

利用を促進していくうえで、産婦が利用したいときに負担なく利用申請や申し込

みができる仕組みが求められる。 

特に、産後小さいこどもをつれて窓口まで申請に行く負荷は大きいことから、訪

問時に申し込みを受け付けられる、電子での申し込みが可能になっているなど体

制が望ましい。 

 

 

 

  

訪問型サービスの電子利用申請の受付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

https://shinsei.city.yokohama.lg.jp/cu/141003/ea/residents/proced
ures/apply/72e5a71f-c515-476e-a5cf-5b707a7076e1/start 

個別支援プランの作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徳島県鳴門市 

 
鳴門市では、産後ケア事業の利用申請後、訪問などで状況の聞き取りを行い、支

援プランにより、産婦に対して必要なケアの内容等を検討し、産後ケア事業の提供を
行っている。 

背景 

 
鳴門市は独自にアセスメントシートを作成しており、妊娠届出の際や６か月の中期

面接など、利用者と直接相対する場面で記録を作成しており、リスクの上昇がない
か確認している。これらの情報と、利用申請後の面談で状況を確認したのちに個別
プランを作成している。これらの書面は実施事業者に提供し、ケアを依頼している。 

工夫 

神奈川県横浜市 

 
横浜市では、訪問型サービスの利用については、かねてよりニーズの多かった電

子申請を開始した。全庁的に導入している電子申請システムの一環として位置付け
ている。 

背景 

 
電子申請を行うことで、庁舎の開館時間にとらわれず、都合がよいときに気軽に

申請できる仕組みとなっている。また、申請を受理したのちに、利用決定通知書を自
宅に郵送しており、生後間もないこどもを連れて外出するという負荷をなくし、自宅
にいながら必要な時に必要な支援を受けられるようにできた。 

工夫 
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3） 関係機関間の情報連携 

産後ケア事業の中で、実際に提供したケアや、サービス中の産婦の様子などの報

告は、その後のフォローアップの体制を検討する上でも重要となる。 

市町村としては、各実施機関に対しての報告を依頼するとともに、そのフォーマ

ットを定めることも求められる。ここでは、実施機関の負荷を削減するため、効率的

に情報収集ができるよう工夫した事例について紹介する。 

 

 

 

チェックリスト形式の情報連携シートによる 

実施事業者の負荷軽減 

 

 

 

 

沖縄県石垣市 

 
石垣市も当初は自由記述の多い報告様式を用いていた。しかし、石垣市内の実施

事業所にうるま市からの利用者が来た際、その様式が使いやすいとの声を事業者か
らもらった。そこで、うるま市の様式を参考に、実施事業者の入力負荷が低い様式へ
と変更した。 

背景 

 
特別な配慮が必要な利用者以外は、チェック形式で済むようにし、気になること

があるような産婦や、今後の支援に配慮が必要なケースなどにのみ、詳細な情報を
記述してもらう形式にしている。特に配慮が必要な方などは、次ページの自由欄に
とどまらず、裏面も使って詳細な情報が記載されて返ってくるが、そうでない方につ
いてはチェックで済むため、必要な方に労力を集中できるようになった。 

工夫 
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産後ケア事業 市町村と実施機関との情報連携 

例１ 沖縄県石垣市 チェックリスト形式の情報連携シート 
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産後ケア事業 市町村と実施機関との情報連携 

例２ 和歌山県有田市 事業実施結果報告書  

様式第５号

　　　　　　年　　　月　　　日

有田市長　様

受託機関名  住　    所

 名 　   称

 代表者氏名 　　　　　　

住　　　所

利用者氏名 生年月日

子 の 氏名 生年月日

　□　乳房ケア

　□　訪問型

　□　日帰り型　　（　□半日　　　□１日　）

　□　宿泊型

　　　　年　　月　　日  　～　　  年　　月　　日　（計　　　日）

 １．産婦ケア

　　母体管理 ・ 生活面指導 ・ 乳房ケア ・ 心理ケア ・他（　　　   　　　）

 ２．乳児のケア

　　発育 ・ 発達 ・ スキンケア ・ 他（　　　　　　　　）

 ３．母子のケア

　　授乳方法 ・ 沐浴方法 ・ 在宅での子育て ・ 生活指導　

 ４．その他必要とする保健指導

　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

  □ 無

  □ 有（該当するものにチェックしてください）

事業の種類

 有田市産後ケア事業実施結果報告書

　次のとおり有田市産後ケア事業を実施したので報告します。

利
用
者

年　　月　　日

年　　月　　日

利用期間

保健指導の内容

(該当するもの
を○で囲んでく

ださい。)

助産師等の実施
結果・所見

フォローの
必要性

　　□発育・発達　　□養育態度　　□育児不安　 　□訴えが多い
　　□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

印
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4） 終了後のフォローアップ 

産後ケア事業は、事業を実施して完了するものではなく、その後も様々な支援事

業を活用しながら、継続的なフォローアップを行うとともに、相談できる場を提供

することが重要となる。 

そのためにも、身近な相談機関の周知やその他関連事業への連携など、終了後

の支援も含めて、事業全体を検討する必要がある。 

 

 

 

 

  

身近な相談先の紹介 

 

 

 

 

 

 

産後ケア利用者のフォローアップ 
 

東京都世田谷区 

 
産後ケアセンター利用者のうち、利用後も継続的な支援が必要な母子が一定程度

いる一方で、新型コロナウイルス感染症感染の恐れから、支援が必要な母子が対面
による相談援助を利用しにくく、また地域とのつながりを作りにくいという状況が
見られた。そこで、世田谷区では、母子の不安解消と児童虐待防止を図るために、セ
ンター利用後も継続して相談できる仕組みを構築し、助産師による「オンライン相
談」を行っている。 

背景 

 
産後ケアセンター利用中に母体管理や育児の助言等を行い、顔の見える関係にあ

る助産師に、Web会議システムを使い、オンラインで相談を行うことができる。 
対象は産後ケアセンターを利用したことのある１歳未満の母子で、週２回の頻度

で開催しており、１件あたり２０分の相談時間を確保している。 
令和２年１０月から開始し、令和２年度は半年で２５件、令和３年度は１０５件の利

用実績がある。 

工夫 

三重県名張市 

 
名張市では、名張市版ネウボラの仕組み構築にあたり、地域のボランティアをはじ

めとする様々な主体との協力体制を構築している。 
子どもから高齢者までの身近な相談窓口とした市内１５地域にある“まちの保健室”

の職員をチャイルドパートナーとして位置づけ、市民に近い、気軽に立ち寄れる場所
で、妊娠期から出産・育児まで伴走型の相談支援を行っている。 

背景 

 
各地域において民生委員・児童委員、主任児童委員、区長、ボランティアなどの協力

によって実施されている「地域の広場」も人や地域とのつながりを実感できるネウボ
ラ事業の重要な取り組みのひとつとなっており、産後ケアが終了した方に対しても、こ
うした身近な相談先の紹介や、円滑な地域デビューに向けた支援を行えるようにして
いる。 

 

工夫 
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https://www.city.nabari.lg.jp/s033/sukuurareiwayonenn.pdf 

https://www.city.nabari.lg.jp/s033/sukuurareiwayonenn.pdf
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（3） 都道府県による管内市町村への支援 

1） 集合契約の締結 

産後ケア事業の実施にあたっては、どの市町村に居住していても事業の利用が

できる体制の構築が望ましい。しかしながら、産科医療機関をはじめ、委託可能な

事業者がない市町村など、単独での事業実施が難しいケースも見られる。また、市

町村の境界などに居住するなど、隣接市町村の施設の方が利用者の利便性が高い

ケースも存在する。そうした状況を鑑みると、市町村を超えた事業の実施体制の構

築が望まれる。 

市町村単独で周辺自治体と連携している事例は第 3 章（1）2）①（p27）にも記載

をしたが、ここでは都道府県の単位で集合契約を締結し、県内であればどこでも利

用が可能な体制を整備した事例について紹介する。 

 

集合契約の締結による広域での連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※県助産師会とも同様のフローを策定 

大分県 

 
大分県では、すべての市町村で産後ケア実施施設が整備されているわけではな

いため、県が主体となって集合契約を行い、産後ケア施設がない市町村の住民であ
っても利用できる体制を構築している。県内であれば他の市町村からの里帰り出産
や隣接市町村に居住する方なども受け入れる形をとっている。 

背景 

 
契約文書については中核市である大分市のものをベースとして作成し、他の市町

村はそのフォーマットに倣う形で、様式の統一を図っている。契約書は県がとりまと
めを行って県医師会に連携しているため、市町村が個別に契約書のやり取りをする
よりも県医師会の事務負担の軽減につながっている。 
また、県内すべての医療機関が産後ケア事業を行っているわけではないため、利

用可能な施設一覧を作成して関係者に共有し、利用希望者にも配布している。 
一覧作成にあたっては、市町村保健師が各施設に直接聞き取りを行い、その内容

を県に報告している。内容に変更があった場合についても県に報告してもらうよう
にし、その都度更新している。 
統一的に実施できるよう、委託料も県内で統一しており、情報連携のフローやフ

ォーマットについても定めている。 

工夫 
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2） 委託料の設定 

委託料の設計にあたっては、 

1. 一人当たりの自治体補助額も産婦の自己負担額も定額となっているケース 

2. 一人当たりの自治体補助額を固定し、各実施施設が必要な金額のうち、その

差額を自己負担として求めるケース 

3. 利用件数にかかわらず年間あたりの委託料を定めるケース 

が多く見られ、特に 1のケースが多い。 

産後ケアの専門施設を用意し、その施設維持運営も含めて委託する場合には３

のような委託形式をとるケースも見られた。 

委託料の設定にあたっては、周辺自治体の単価等を参照しながら、委託先の医

療機関や医師会と調整しながら策定しているケースが多く見られたため、一概に費

用の策定方式を示すのは難しい。しかし、地域間での単価の差が、市町村を超えた

契約の妨げとなっているケースも散見される。 

 

この章では、直接市町村と個別の施設が契約するケースとは異なるが、県として

宿泊型の産後ケア事業を行っている山梨県の市町村負担額の算出方式を紹介する。

今後各市町村が運営する産後ケア施設に他市町村の住民の利用を受け入れるケー

スや、県として契約を行う場合などの参考にされたい。 
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委託料の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

山梨県 

 
山梨県では、県と市町村で組織する山梨県産後ケア事業推進委員会が学校法

人健康科学大学に委託し、産前産後ケアセンターにおいて宿泊型の産後ケア事
業を実施している。産後ケア事業は市町村が主体となる事業ではあるが、単体
で進めていくのは難しい場面もある。各種調整においては、医師会・産婦人科医
会・小児科医会・助産師会など関係者も多く調整も難しいので、県が取りまとめ
ることの必要性は大きい。 
委託料は産後ケアに要する経費（運営費）から利用者負担分を除いた額として

いる。市町村は委託料を全額拠出し、国補 1/2を充当し、県は市町村に対して国
補充当分を除いた残りについて２/３を補助している。 

背景 

 
市町村の負担額は、出生数に応じた定額分と、実績分から構成され、次ページ

のような方式で計算される。 
令和２年度までは、運営費と委託料の差額分を受託者が補填しなければなら

ないような状態があったが、受託の継続のためには受託者の負担解消が不可欠
と考え、算定方法を見直して現在の形となった。 
県下の自治体での運営をスムーズにするため、書式やフローを統一した他、事

業の状況等は市町村会議で報告をしている。 
また、県内でも地域ごとに産科の数のばらつきなどもあることから、保健所

職員に都度議論に参画してもらい、圏域ごとに特性を踏まえた意見や課題をも
らうようにしている。 

工夫 
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産後ケア事業 委託料の設計 

例１ 山梨県 市町村負担額の算出方法  
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3） 報告様式等の統一 

産科医療機関や産後ケアの実施機関は、複数の市町村からの利用者を受け入れ

るケースも多い。その際に課題となるのが、報告様式等が市町村ごとに異なり、事

務負荷が高いことである。そのため、都道府県が主体となり、報告様式を統一する

ことで、実施機関側の事務負荷の軽減のみならず、市町村を超えた利用の促進に

つなげることができる。 

ここでは、都道府県が主体となって統一した報告様式を紹介する。 
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産後ケア事業 報告様式の統一 
例１ 山梨県 事業利用連絡票（事業者→市町村） 
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産後ケア事業 支援を要する方の把握 
例２ 愛知県 退院時の連絡票（連絡申込み票・連絡票）  
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https://www.picu.jp/members/memo/ 
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4） 会議体の設置 

都道府県に求められる支援として、情報共有や事例紹介など、市町村を超えた情

報共有の場を設定することも挙げられる。 

 

 

 

  

担当者会議等の情報共有の場の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

山梨県 

 
山梨県では、全市町と県の共同で産後ケア事業推進委員会を組織し、宿泊型事業

を実施している。そのため、定期的に担当者会議などを開催し、情報交換の場を提
供している。 

背景 

 
同じ県であってもコロナへの対応や市町村単独ではなかなか解決方法が思いつ

かないケースも多いと推察される。広域連携は、病院との調整や医師会との調整
等、困難はあったが、市町村間で課題を共有することで困難を乗り越えることがで
きている。 
また、山梨県では保健所圏域単位で医療機関の医師に集まっていただく母子保

健推進会議も実施し、医療機関との連携を図っている。 
他の自治体での工夫や、実際の事例検討を行うことで、様々な視点から見たより

充実した施策検討が進められている。 

工夫 
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産後ケア事業 

（１） 実施要綱類 

１）【山梨県】山梨県産後ケア事業推進委員会 規約 
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２）【山梨県】山梨県産後ケア事業実施要綱 
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３）【静岡県浜松市】浜松市産後ケア事業実施要綱 
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４）【滋賀県長浜市】産後ケア事業実施要綱 

 



78 

 

 

  



79 

 

 

  



80 

 

 

  



81 

 

 

  



82 

 

 

  



83 

 

 

  



84 

 

 



85 

 

５）【沖縄県宮古島市】宮古島市産後ケア事業委託事業者募集要項 
（令和 5年 3月時点） 
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６）【沖縄県宮古島市】宮古島市産後ケア事業実施要綱 
（令和 5年 3月時点） 
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（２）契約書類 

１）【滋賀県長浜市】委託契約書 
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３）【沖縄県宮古島市】宮古島市産後ケア事業委託仕様書 
（令和 5年 3月時点） 
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２）【沖縄県宮古島市】産後ケア事業委託契約書 
（令和 5年 3月時点） 
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（３）その他 

１）【三重県名張市】産後ケア事業手引き 
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２）【滋賀県長浜市】個人情報取扱特記事項 
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